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諮問庁：財務大臣 

諮問日：平成２９年４月２１日（平成２９年（行個）諮問第７４号） 

答申日：平成２９年９月２９日（平成２９年度（行個）答申第１０１号） 

事件名：本人が北海道財務局に相談をして回答を受けた件に関する書類等の不

訂正決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「審査請求人が北海道財務局に特定年月日ａに相談し，特定年月日ｂに

回答を受けた件に関する書類」及び「特定年月日ｃに北海道財務局が北海

道管区行政評価局に回答した審査請求人に関する書類」に記録された審査

請求人に係る保有個人情報（以下，順に「本件対象保有個人情報１」及び

「本件対象保有個人情報２」といい，併せて「本件対象保有個人情報」と

いう。）の訂正請求につき，いずれも不訂正とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）２７条１項の規定に基づく訂正請求に対し，平成２９年３月１０日

付け北海財金１第６７号により北海道財務局長（以下「処分庁」とい

う。）が行った不訂正決定（以下「原処分」という。）を取り消し，請求ど

おりの訂正を求める。 

２ 審査請求の理由 

   別紙の保有個人情報訂正請求書の訂正請求の趣旨及び理由のとおり（意

見書及び資料は省略する。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

平成２９年２月１６日，法２７条１項に基づき，審査請求人から，本件

対象保有個人情報について訂正請求が行われた。 

本訂正請求に対して，処分庁は，法２９条に規定する「当該訂正請求に

理由がある」とは認められないとして，法３０条２項に基づき保有個人情

報の訂正をしない旨の決定（原処分）を行い，審査請求人に対し，その旨

を通知した。 

この原処分に対し，平成２９年３月２１日付け（同月２３日受付）で，

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）２条に基づき，審査請求人か

ら，保有個人情報訂正請求書のとおり訂正すべきである主旨の審査請求が

あった。 
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 ２ 審査請求人の主張 

   上記第２の２のとおり。 

 ３ 諮問庁としての考え方 

   本件対象保有個人情報の記載内容について，処分庁は，本件対象保有個

人情報を作成した担当者に対し調査を行ったところ，担当者が応接した結

果について正確に記録したものであることを確認している。なお，「本人

が北海道財務局に特定年月日ａに相談し，特定年月日ｂに回答を受けた件

に関する書類」のうち，「特定年月に当局担当者が行政評価局より貸金庫

の件で照会を受けている。ただし，「貴殿の申出について」ということで

はなく，あくまでも一般的な話として貸金庫に関する監督内容に係る問合

せを受け，監督当局として関与していない旨回答している。更に，相談者

の希望があれば，相談者のご意見・ご要望を金融機関に対してお伝えする

ことはできる旨伝えている」という記録についても，特定年当時の担当者

に確認の上，正確な記録であることを確認している。 

   諮問庁において，本件対象保有個人情報のうち訂正請求の対象となる部

分（以下，第３において「本件訂正請求対象部分」という。）について，

事案の経緯を含めて精査したところ，本件訂正請求対象部分の記載内容に

誤りがあると認められる事由は見受けられず，また，担当者が意図的に事

実と異なることを記載したと認められる事由も見受けられない。 

   また，審査請求人の主張においても，他に本件訂正請求対象部分が事実

でないと判断できる明確かつ具体的な根拠は示されていない（審査請求人

は，本件訂正請求対象部分が北海道管区行政評価局の回答等と相違する旨

主張するが，このことをもって，本件訂正請求対象部分が事実でないと認

めることはできない。）。 

 ４ 結論 

   以上のことから，本件訂正請求対象部分が事実でないと判断されず，法

２９条に規定する「訂正請求に理由があると認めるとき」に該当しないた

め，処分庁が行った原処分は妥当であると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年４月２１日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年５月２９日     審査請求人から意見書及び資料を収受 

   ④ 同年９月１４日     審議 

   ⑤ 同月２７日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件訂正請求について 

   本件訂正請求は，審査請求人が平成２８年１２月１５日付け北海財金１



 3 

第３５５号の開示決定に基づき開示を受けた本件対象保有個人情報の一部

について訂正を求めるものであり，処分庁は，法２９条の「当該訂正請求

に理由があると認めるとき」に該当しないとして，不訂正とする原処分を

行った。 

これに対し，審査請求人は，訂正請求どおり訂正するよう求めていると

ころ，諮問庁は原処分を妥当としていることから，以下，本件対象保有個

人情報の訂正請求対象情報該当性及び訂正の要否について検討する。 

２ 訂正請求対象情報該当性について 

（１）訂正請求については，法２７条１項において，同項１号ないし３号に

該当する自己を本人とする保有個人情報について，その内容が事実でな

いと思料するときに行うことができると規定され，また，その対象は，

「事実」であって，行政機関等の「評価・判断」には及ばないと解され

る。 

（２）まず，本件対象保有個人情報は，法に基づく保有個人情報開示請求に

より，処分庁から開示を受けた自己を本人とする保有個人情報であるこ

とから，法２７条１項１号に該当する。 

（３）次に，訂正請求の対象が法２７条１項の「事実」に該当するか否かを

検討する。 

本件対象保有個人情報が記録された文書は，財務省北海道財務局（以

下「北海道財務局」という。）で作成された応接メモ２通であり，北海

道財務局職員と審査請求人のやり取り（平成２８年６月２３日分）及び

北海道財務局職員と総務省北海道管区行政評価局（以下「管区行政評価

局」という。）職員のやり取り（平成２８年１１月１４日分）の状況等

が記載されているものである。 

このうち，本件対象保有個人情報に係る訂正請求対象部分（別紙の１

及び２の請求事項）は，北海道財務局職員が審査請求人又は管区行政評

価局職員に対して行った発言の内容に係る部分及び管区行政評価局職員

が北海道財務局職員に対して行った発言の内容に係る部分であり，これ

らは，法２７条１項の訂正請求の対象となる「事実」に該当するものと

認められる。 

３ 訂正の要否について 

（１）訂正請求を行う者は，開示を受けた保有個人情報のうち，①どの部

分（「事実」に限る。）の表記について，②どのような根拠に基づき当

該部分の表記が事実でないと判断し，③その結果，どのような表記に

訂正すべきであると考えているのか等の，請求を受けた処分庁が当該

保有個人情報の訂正を行うべきか否かを判断するに足りる内容を，処

分庁に根拠を示して明確かつ具体的に主張する必要がある。仮に，訂

正請求をする者から明確かつ具体的な主張や根拠の提示がない場合や
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当該根拠をもってしても請求者が訂正を求めている事柄が「事実でな

い」とは認められない場合には，一般的に，法２９条に規定する「訂

正請求に理由があると認めるとき」に該当しないと解される。 

（２）審査請求人は，別紙のとおり，本件対象保有個人情報の一部を訂正す

べき旨主張し，その根拠の一つとして，管区行政評価局作成の相談対応

票に記録された保有個人情報の訂正を求めた別件訂正請求に係る諮問事

件に対し，当審査会が不訂正決定を是認する答申（平成２８年度（行

個）答申第１００号）をしたこと等を挙げているものと解される。 

そこで，諮問庁から上記相談対応票の提示を受けて確認したところ， 

当該相談対応票は，審査請求人が特定日に管区行政評価局に申出をした

行政相談に係るものであると認められる。当該相談対応票には，本件訂

正請求において審査請求人が主張する内容と整合的な記載が一部認めら

れるが，当該相談対応票にそのような記載があったとしても，そのこと

から直ちに本件対象保有個人情報の内容に誤りがあると認めることはで

きない。もとより，上記別件答申は，上記相談対応票の記載が事実と異

なるとは判断できないとしたものにすぎず，当該記載が正しい旨を認定

したものではない。 

そして，本件対象保有個人情報の内容を見ても，特段不自然・不合理

な点は見当たらず，そのほか，審査請求人が訂正を求めている事柄が

「事実でない」と認めるに足りる事情はない。 

（３）したがって，当該部分について，法２９条に規定する「訂正請求に理

由があると認めるとき」に該当するとは認められず，同条に基づく訂正

義務があるとは認められない。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件不訂正決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報の訂正請求につき，不訂正とし

た決定については，本件対象保有個人情報は，法２９条の保有個人情報の

訂正をしなければならない場合に該当するとは認められないので，妥当で

あると判断した。 

（第４部会） 

  委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子
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別紙 

 

保有個人情報訂正請求書の訂正請求の趣旨及び理由 

 

１ 本件対象保有個人情報１について 

（１）請求事項１ 

  ア 趣旨 

「ただし，「貴殿の申出について」ということではなく，あくまでも

一般的な話として貸金庫に関する監督内容に係る問合せを受け，監督当

局として関与していない旨」を「銀行を監督する金融庁は，銀行が遺言

執行者や相続人から公正証書による遺言書の提出があれば，相続人全員

の同意書がなくても銀行の貸金庫を開扉できるような制度を創設してほ

しいという意見要望を受け，監督当局として関与している旨」に訂正せ

よ。 

イ 理由 

（ア）行政相談とは，相談者からの苦情・要望等を行政機関に問い合わせ

て回答を得て，それを相談者に伝えることである。（北海道管区行政

評価局特定職員Ａ）相談対応票に要望と回答が記載されているから。 

（イ）また，平成２８年９月２９日付け情個審第２０５０号情報公開・個

人情報保護審査会答申書の交付についてで，相談対応票の不訂正決

定の答申があり，同年１０月２７日付け総評相第１８３号裁決書の

謄本についてで，総務大臣の裁決があった。 

（ウ）なお，特定職員Ｂは，特定職員Ｃが回答したことを審査請求人に伝

えたと主張している。特定職員Ａは，相談対応票に書いてあること

は正しいと主張している。 

（２）請求事項２ 

  ア 趣旨 

「相談者のご意見・ご要望を金融機関」を「相談者の新制度創設の要

望を金融庁」に訂正せよ。 

イ 理由  

（ア）相談対応票に，北海道財務局の担当者に直接意見を述べることもで

きる，行政機関分類―金融庁と記載されているから。 

（イ）上記（１）イ（イ）と同じ。 

（ウ）上記（１）イ（ウ）と同じ。 

 

２ 本件対象保有個人情報２について 

（１）請求事項１ 

ア 趣旨 
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「一般論として貸金庫取引等の金融機関内部の手続きについて，金融

庁はどのように監督しているか」を「銀行を監督する金融庁は，銀行が

遺言執行者や相続人から公正証書による遺言書の提出があれば，相続人

全員の同意書がなくても銀行の貸金庫を開扉できるような制度を創設し

てほしい」に訂正せよ。 

イ 理由  

（ア）行政相談とは，相談者からの苦情・要望等を行政機関に問い合わせ

て回答を得て，それを相談者に伝えることである。（北海道管区行政

評価局特定職員Ａ）相談対応票に金融庁への要望が記載されている

から。また，総務省行政相談業務室から，「あなた様からのお申出は，

銀行を監督する金融庁は，銀行が遺言執行者や相続人から公正証書

による遺言書の提出があれば，相続人全員の同意書がなくても銀行

の貸金庫を開扉できるような制度を創設してほしい。」であると回答

があった。 

（イ）上記（１）イ（イ）と同じ。 

（２）請求事項２ 

ア 趣旨 

「金融機関の経営判断であること，金融機関への要望については，ご

本人の希望があれば伝達制度に則り対応することの二点」を「①所管省

庁は金融庁であること。②当該銀行に対して貸金庫の開扉できる代理人

の届け出がなされていないことから，当該遺言書では貸金庫の開扉がで

きなかったこと，③北海道財務局の担当者に直接意見を述べることがで

きること。の三点」に訂正せよ。 

イ 理由  

（ア）行政相談とは，相談者からの苦情・要望等を行政機関に問い合わせ

て回答を得て，それを相談者に伝えることである。（北海道管区行政

評価局特定職員Ａ）相談対応票に回答が記載されているから。 

（イ）上記（１）イ（イ）と同じ。 

（ウ）上記（１）イ（ウ）と同じ。 

（３）請求事項３ 

ア 趣旨 

「「制度創設」や「代理人云々」の話のみならず，審査請求人のお名

前すら承っていない。」を「新たな制度創設の意見として北海道財務局

に連絡があった。」に訂正せよ。 

イ 理由 

（ア）上記（１）イ（イ）と同じ。 

（イ）上記（１）イ（ウ）と同じ。 

（４）請求事項４ 
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ア 趣旨 

「本調査票を記載した担当者が既に退職していることから詳細が分か

らなかったのだが」を「本調査票を記載した担当者は３月３１日まで在

職していたので詳細は把握しているが」に訂正せよ。 

イ 理由 

総務省理由書に，「事案処理を行った北海道管区行政評価局職員に確

認した結果，相談対応票に記載のとおりの対応経過であることを確認し

た。」とあるから。 

 


